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研究要旨 

背景と目的：1950年代以降、日本では平均食塩摂取量の減少に伴い、心血管死亡率が減少し

た。本研究の目的は、人口の食塩摂取量の減少が心血管死亡率の長期推移に及ぼす影響を定量

的に検討することである。 

方法：政府統計と疫学調査結果を用いて、1950～2017 年の 20～69 歳の年齢別心血管死と食

塩摂取量のシステム・ダイナミクスモデルを構築した。Age-period-cohortモデルに基づき、当

時の食塩摂取量の期間効果と過去の食塩摂取量のコホート効果を推定し、これらの効果を心血

管死亡率にモデル化した。食塩摂取量の経年減少をもとにモデルを最適化した。次に、1950年

代以降食塩摂取量が減少していないという反実仮想シナリオに基づくシミュレーションを行

い、平均食塩摂取量の減少に伴う心血管死亡の減少を推定した。 

結果：反実仮想シナリオと比較して、1950 年および 1990 年のコホートにおいて観察された

心血管死亡率は、男性でそれぞれ 2.8％と 4.1％、女性でそれぞれ 2.4％と 3.6％低下した。全

期間を通じて減塩により男性で約 208,000 人、女性で約 115,000 人の死亡が予防されたと推定

された。 

結論：システム・ダイナミクスの年齢・期間・コホートモデルによるシミュレーションの結

果、過去 67 年間に食塩摂取量の減少により、日本では約 30 万人の成人の心血管死亡を防ぐこ

とができたことが示唆された。 

 

Ａ．目的 

本研究では、国内外における栄養政策等

の公衆衛生学的効果及び社会保障費抑制効

果並びに評価方法を検討している。本分担

研究では、本邦における栄養政策の１類型

を選択し、その効果を評価することにより、

評価方法の検討・開発を行うこととした。 

本邦における戦後最も改善した政策課題

の一つは、食塩摂取量の減少である 1)。食塩

摂取が減少することにより高血圧患者の減

少や集団全体の血圧の低下につながり、脳

卒中をはじめとする心血管病変の減少につ

ながったことが、様々なコホート研究等の

結果などから推定されている。 

一方で、食塩摂取量の減少が高血圧患者

や心血管病変の患者数にどれだけの影響を

及ぼし、医療経済的にどれだけの効果をも

たらしたのかということについては明らか

にされていない。 

そこで、今回我々は、本邦における食塩摂

取減少が及ぼしたインパクトを定量的に評

価するために、「もし食塩摂取量が減少して

いなかったとしたら」などの反事実的

（counterfactual）な状況を設定し 2)、実際

の統計との比較を行うことにより、食塩摂

取量の減少が高血圧と心血管疾患の患者数

にどれだけ影響を及ぼしているのか検討す

ることとした。 

最終年度は、第 2 年度にモデルの枠組み

を変換した age-period-cohort モデルに、

食塩摂取量を入れたモデルを作成し、食塩

量が減らなかったときの死亡率の推移を推

定し、死亡数を反映し、減塩の栄養政策の効

果を推定する方針とした。そのため、過去の

性年齢階級別食塩摂取量を推定してモデル

に含め、食塩過剰摂取が心血管死亡率に与

える影響を Cohort 効果と Period 効果にわ

け、各々の係数はキャリブレーションによ

り最適値を求めて、1950 年から食塩摂取量

が減少しなかった場合の男女別（20―70 歳

未満）の死亡率を推定した。 
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Ｂ．研究方法 

１．モデルの概要 

第 3年度（最終年度）である本年度は、第

2 年度にモデルの枠組みを変換した age-

period-effect モデルに、食塩摂取量を入

れたシステム・ダイナミクスモデルを作成

した。 

Age-period-effect モデルを用いた先行

研究としては、三輪らが本邦における 1920-

2003 年の脳血管死亡率の変動を計算しその

後の予測を計算している 3)。本研究では、シ

ステム・ダイナミクスモデル 4)を用いて、死

亡率の変動を Age, Period, Cohort の３つ

の効果に分け、食塩を入れたシステム・ダイ

ナミクスモデルを作成し、食塩量が減らな

かったときの死亡率の推移を推定して死亡

数を反映させた。過去の性年齢階級別食塩

摂取量を推定してモデルに含め、食塩過剰

摂取が心血管死亡率に与える影響を Cohort

効果と Period効果に分けた。20歳未満は食

塩摂取量による CVD への影響は少ないため

含めず、20 歳以上の死亡率をキャリブレー

ションの対象とした。Period 効果と Cohort

効果の係数はキャリブレーションにより最適

値を求め、1950 年から食塩摂取量が減少しな

かった場合（栄養政策がなかった場合）の男女

別（20―70 歳未満）の死亡率をシミュレーシ

ョンした。 

 なお、本研究ではシステム・ダイナミクス

の統計ソフトとして Vensim DSS for  

Macintosh Version 8.2.0 Double 

Precision x64 (Intel) を用いた。 

２．モデルの構築・変数 

 作成したモデルでは、統計の入手可能性

の制限から、1950年から 2017 年を対象とし

た。また、予防可能な死亡、特に心血管疾患

死亡を防ぐというスコープから、70 歳まで

の死亡率をモデルの対象とすることとした。

そのことから、1950年時点では、1950年生

まれの 0 歳から 1880 年生まれの 70 歳まで

が含まれ、2017年時点では、2017年生まれ

の０歳から 1947 年生まれの 70 歳までが含

まれることとなった。世代（Cohort）として

は、1880年生まれから 2017年生まれまでの

138 コホートに分けた。また、男女で出生数

や死亡率が異なることから、男女を分けて

モデルを作成した。 

 作成した本年度のモデルの概観は図１の

通りである。 

本年度のモデルではストック変数は０歳

から 70歳までの人口（Population）のみと

して、イベントとしてはインフローとして

の出生（Birth）と、アウトフローとしての

死亡（Death）、70 歳の誕生日（Aged70）を

設定した。Population の初期値は、1949年

までに生まれたコホートでは 1950年時点の

男女別、1歳ごとの総人口 5)を用いて、1950

年以降に生まれたコホートでは０とした。

1950 年以降に生まれたコホートでは、それ

ぞれのコホートの出生年に、国立社会保障・

人口問題研究所の日本版死亡データベース

の web ページ 6)で提供されている、国勢調

査をもととした出生数が増分として加わる

こととした。一方、死亡については、後述の

死亡率に、各年次・コホートの人口を掛け合

わせたものを死亡とした。また、70 歳時点

の人口を全て、対象外の年齢になったとい

うことでモデルの外に流出させた。年齢は

年次と出生年の差として計算した。 

 死亡率に関しては、age、period、cohort 

の３つの効果からなる関数に、食塩摂取の

心血管死亡率に与える影響を period 効果

と cohort効果にわけて影響させた。具体的

には、まず 1950年時点の各年齢の死亡率を

まず規定した（age effect）。それに、1950

年から 1年経過するごとに p 倍死亡率が増

える（または減る）パラメータ p を掛け

（period effect）、さらにコホートが１つ

上がるごとに c 倍死亡率が増える（または

減る）パラメータ c を掛けることとした

（cohort effect）。1950年の死亡率は、国

立社会保障・人口問題研究所の日本版死亡

データベースの web ページ 6)で提供されて

いる生命表からのデータを用いた。食塩摂

取量と関係のあるCohort効果、Period効果、

CVD死亡率をモデルに含めた。後述の食塩摂

取が死亡率に与える影響を推定し、心血管

死亡のみに影響を与えるという仮定のもと

で死亡率に影響させた。死亡率に与える影

響は、１：２と仮定してPeriod効果と Cohort

効果に分けた。20 歳未満は食塩摂取量によ

る CVDへの影響は少ないため含めていない。

食塩量が減らなかったときの死亡率の推移

を推定し、死亡数を反映させた。 

 食塩摂取量について取得可能なデータは、

1995 年以降では全体平均、男女別平均、性

年齢階級別で、1973年から 1994年までは全

体平均のみである 1)。 1972 年以前の全体

平均については、1973年から 1986年までの

データが比較的直線的に推移（図２）してい

るため、こちらに近似直線を外挿して、平均

値を推定した。戦前は 20g程度という記載 7)

があるため、20g 以上になる年は 20g とし

た。1995 年まで、年齢階級別までの値を補



160 

 

間して 1 歳刻みの推定値を算出した。1994

年以前については、1995年から 2017年の性

年齢別の食塩摂取量の推定値の平均値と、

同時期の全体平均推定値の平均値の比を取

り、その比を 1994年以前の全体平均値に乗

じることで、性年齢別（1歳刻み）の食塩摂

取量の推定値を求めた（図３、図４）。 

食塩摂取が死亡率に与える影響の推定に

ついては、Poggio ら 8)のメタ回帰分析にお

いて、1 日あたりの食塩摂取量が 10mmol

（0.584g）増えるごとに、心血管死亡率が 1%

増えるという報告がある。心血管死亡の全

死亡に占める割合は年ごとに異なるため、

心血管死亡のみに影響を与えるという仮定

のもとで死亡率に影響させた。死亡率に与

える影響は、Period 効果と Cohort 効果に

わける。現時点の食塩摂取量と以前からの

食塩量のどちらのほうが心血管疾患に影響

を与えるかを検討し、以前からの食塩摂取

量のほうが大きく影響すると考え、１：２と

仮定してモデルに入れた。 

３．モデルの最適化とシミュレーション 

上記モデルで 20歳以上の死亡率をキャリ

ブレーションの対象とした。食塩摂取以外

の効果としての Period 効果、Cohort効果、

そして年齢による死亡率の変化（Age 効果）

をその他に考え、Period 効果と Cohort 効

果について係数を変化させることで、モデ

ルを最適化させた。 

最適化するのに得られた Period 効果と

Cohort 効果の係数をそのままに、性・年齢

別の食塩摂取量が（１）1950 年から低下し

なかった場合、すなわち栄養政策がうまく

いかなかった場合として全く影響がなかっ

た場合と、（２）効果が 25％であった場合、

（３）効果が 50％であった場合、（４）効果

が 75%であった場合をシミュレーションし

た。 

（倫理面への配慮） 

本研究で作成されるシステム・ダイナミ

クスモデルは、人口推計、人口動態統計など

政府統計の結果としての数値、公開された

学術論文から引用されるパラメータなどの

みを用いるもので、個人情報は用いること

はない。そのため、本研究は「人を対象とす

る医学系研究に関する倫理指針」の適用範

囲外である。 

 

Ｃ．研究結果 

食塩摂取量が死亡率に与える影響につい

ては、男性では、死亡率の上昇が、1950 年

代コホートでは 2.8％、1990 年代コホート

では 4.1％であった（図５―１、図５－２）。

これらの差は、Cohort 効果がどれだけ加わ

っているか（後に生まれた世代ほど、Cohort

効果が大きい）、食塩摂取量の実際との差分

がどれだけ大きいか（先に生まれた世代ほ

ど Period効果が大きい）の和として生じて

いる。女性では、死亡率の上昇が、1950 年

代コホートでは 2.4％、1990 年コホートで

は 3.6％であった（図６―１、図６－２）。

女性のほうが、観察範囲で死亡率はもとも

と低値であり、さらに死亡率の上昇は緩や

かであった。 

Period 効果と Cohort 効果の係数はキャ

リブレーションにより最適値を求め、1950

年から食塩摂取量が減少しなかった場合

（栄養政策がなかった場合）の男女別（20－

70 歳未満）の死亡率をシミュレーションし

た。その結果、死亡数でみると、男性では、

全く食塩摂取量が変わらなかったと仮定し

た場合、期間全体を通じて約 20.8万人（図

７－１、図７－２）、女性では期間全体で約

11.5 万人の死亡を抑制することができたと

推計される（図８－１、図８－２）。図 8-2

（女性）では図 8-1（男性）と違い、90年代

から低下を認めているが、これは実際の心

血管死亡者数も減少傾向にあることが理由

であると考えられる。また、1970 年代前半

までの変化が直接的なのは、食塩摂取量を

直線的に仮定して定めたことが原因と考え

られる。50%、75％の効果が部分的にあった

と考えた場合の死亡者数は、ほぼ線形に変

化を認め、例えば食塩摂取量が 1950年から

の変化（減少）の 75%に止まった場合の超過

死亡数は、男性で約 5.2万人、女性で約 2.9

万人であった。 

 

Ｄ．考察 

本解析では、食塩摂取の減少が 20 歳から

70 歳の死亡数に与える影響をシステム・ダ

イナミクスモデルにより検討した。20 歳か

ら 70歳という、比較的死亡が少ない層に与

える影響をみた点、また、心血管死亡のみに

与えた影響を見ており、死亡率に与える影

響は 2-4%程度と大きくはなかった。三輪ら
3)は、1975年から 2003年までの実績値を APC

モデルに代入し、2005 年からの時代効果一

定に位置づけられるシナリオ、死亡率への

影響が減弱するシナリオ、死亡率が減少し

続けるシナリオの 3 つを比較しており、減

弱するシナリオでは最大 25%程度の低下が

認められる。この理由としては、対象とする

範囲が違うこと（1950 年代などの情報が採



161 

 

られていないこと）、年齢層が 70-79歳も対

象であることなどが考えられる。本邦にお

ける 1990 年から 2015 年までの平均寿命の

延伸に与えた因子（burden of disease）を

調べた研究 9)では、心血管疾患の影響が最も

大きいとされており、食塩摂取の減少の他、

喫煙率の減少が大きな影響を与えていたと

される。今後、これらの先行研究と本研究結

果の比較を詳細に行うことで、本研究結果

の妥当性の検証を行う必要がある。 

 

 

Ｅ．結論 

1950 年から 2017 年までの本邦における

死亡率を age, period, cohortの 3つの効

果に分けるモデルを作成し、実際の死亡率

に合わせて最適化した。今後、より精緻なモ

デルを作成し、また、今回の解析に基づいた

仮定を感度分析して影響を定量化すること

などを通じて、栄養効果の政策評価を行な

っていくことが重要であると考えられる。 
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図１．本研究で作成したシステム・ダイナミクスモデル  

 

 
 

図２. 食塩摂取量の推計 

 

 
（厚生労働省 国民栄養調査、国民健康・栄養調査より引用） 
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図３． 食塩摂取量の推定（年ごと、男性） 

 
 

 

図４．食塩摂取量の推定（年ごと、女性） 
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図５―１．シナリオごとの全死因死亡率の年次推移（1950年男性コホート） 

 
 

 

 

 

図５―２．シナリオごとの全死因死亡率の年次推移（1990年男性コホート） 
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図６―１．シナリオごとの全死因死亡率の年次推移（1950年女性コホート） 

 
 

 

図６―２．シナリオごとの全死因死亡率の年次推移（1990年女性コホート） 
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図７－１ 20-70歳の年間死亡数への影響（Base Run との差分、男性）-年次推移―男性 

 
 

 

図７－２ 20-70歳の年間死亡数への影響（Base Run との差分、男性）-累積超過死亡数―男性 
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図８－１ 20-70歳の年間死亡数への影響（Base Run との差分、女性）-年次推移―女性 

 
 

 

図８－２ 20-70歳の年間死亡数への影響（Base Run との差分、女性）-累積超過死亡数―女性 

 
 

 

 


